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 １
　
は
じ
め
に
 

 　「
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
」
が
１
９

９
９
年
11
月
に
制
定
さ
れ
て
以
降
、
わ
が
国

の
農
政
は
米
政
策
の
抜
本
的
な
見
直
し
や
中

山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度
の
新
設
等
、

W
T
O
農
業
交
渉
を
に
ら
み
な
が
ら
「
所
得

政
策
」
を
中
心
と
す
る
農
政
へ
と
動
き
だ
し

た
。
そ
し
て
今
、
こ
れ
ら
施
策
展
開
に
よ
っ

て
、
わ
が
国
農
業
構
造
が
ど
の
よ
う
に
変
化

し
て
い
る
の
か
を
検
証
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。
 

　
農
林
水
産
政
策
研
究
所
で
は
、
前
回
の
２

０
０
０
年
農
業
セ
ン
サ
ス
公
表
後
に
総
合
的

な
農
業
・
農
村
構
造
の
分
析
を
行
い
、
農
業

構
造
変
化
の
新
た
な
兆
し
と
し
て
、
①
零
細

規
模
農
家
の
滞
留
に
よ
る
農
家
数
・
農
業
労

働
力
の
量
的
減
少
傾
向
の
鈍
化
、
②
中
間
規

模
層
の
空
洞
化
に
よ
る
上
層
農
家
形
成
の
困

難
化
、
③
大
規
模
層
へ
の
農
地
集
積
の
進
展

と
不
作
付
け
田
の
急
増
に
よ
る
農
地
利
用
の

後
退
、
④
水
田
農
業
部
門
に
お
け
る
農
家
に

代
わ
る
農
業
主
体
（
農
家
以
外
の
農
業
事
業

体
や
農
業
サ
ー
ビ
ス
事
業
体
）
の
躍
進
等
を

指
摘
し
た
　（1）

。
 

　
本
稿
で
は
、
こ
れ
ら
構
造
変
化
が
２
０
０

０
年
以
降
も
続
い
て
い
る
か
ど
う
か
を
、
旧

定
義
を
用
い
た
2
0
0
5
年
農
業
セ
ン
サ
ス

の
分
析
　（2）

か
ら
確
認
す
る
と
と
も
に
、
時
系

列
比
較
が
行
え
る
1
9
9
0
年
以
降
の
動
向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
今
次
セ
ン
サ
ス
に
お
け
る

構
造
変
化
の
特
徴
を
明
ら
か
に
す
る
。
 

  

2
　
農
業
基
礎
構
造
の
 

　
　
新
た
な
変
化
 

 　
ま
ず
始
め
に
、
1
9
9
0
年
以
降
の
セ
ン

サ
ス
時
系
列
デ
ー
タ
に
よ
っ
て
、
わ
が
国
農

業
の
基
礎
構
造
の
変
化
を
概
観
す
る
と
（
第

１
表
）
、
今
次
セ
ン
サ
ス
の
特
徴
的
な
動
き

と
し
て
以
下
の
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。
 

　
第
１
は
、
こ
の
5
年
間
の
総
農
家
数
の
増

減
は
▲
8
・
7
％
で
あ
っ
た
が
、
販
売
農
家

数
は
▲
16
・
0
％
へ
と
減
少
率
が
高
ま
り
、

つ
い
に
自
給
的
農
家
と
土
地
持
ち
非
農
家
の

合
計
数
を
下
回
っ
た
。
 

　
第
２
は
、
販
売
農
家
の
中
で
も
、
「
農
産

物
の
販
売
が
あ
る
農
家
」
の
減
少
率
が
高
ま

り
（
▲
19
・
4
％
）
、
一
方
で
自
給
的
農
家

が
12
・
9
％
も
の
増
加
と
な
っ
た
。
前
者
は
、

統
計
定
義
上
、
販
売
農
家
の
条
件
を
満
た
し

て
い
て
も
、
実
際
に
は
農
産
物
を
販
売
し
な

い
農
家
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
意
味
し
て

お
り
、
こ
れ
ら
農
家
も
含
め
る
と
事
実
上
の

自
給
農
家
が
急
増
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
 

　
第
３
は
、
販
売
農
家
に
お
け
る
世
帯
員
数

（
農
家
人
口
）
や
農
業
従
事
者
数
の
減
少
率

は
、
農
家
数
の
減
少
率
を
上
回
る
高
い
水
準

に
戻
り
、
農
業
就
業
人
口
に
つ
い
て
も
▲
13

・
8
％
と
減
少
率
が
上
昇
す
る
中
で
、
基
幹

的
農
業
従
事
者
の
減
少
率
の
み
が
依
然
と
し

て
低
い
水
準
（
▲
6
・
6
％
）
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
 

　
第
４
は
、
総
農
家
の
経
営
耕
地
面
積
の
減

少
率
が
高
ま
り
、
農
家
数
の
減
少
率
と
の
差

が
極
め
て
小
さ
く
な
っ
た
。
一
般
的
に
、
経

営
耕
地
面
積
の
減
少
率
が
農
家
数
の
減
少
率

よ
り
低
く
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
、
離
農
し
た
農

家
の
農
地
が
上
層
農
家
等
に
集
積
さ
れ
て
い

る
こ
と
を
意
味
す
る
が
、
逆
の
動
き
と
な
っ

て
い
る
。
 

　
第
５
は
、
農
家
以
外
の
農
業
事
業
体
の
数

が
5
割
強
増
加
し
（
販
売
目
的
の
事
業
体
に

限
定
す
れ
ば
82
・
2
％
の
増
）
、
逆
に
農
業

サ
ー
ビ
ス
事
業
体
が
3
割
近
く
減
少
し
た
こ

と
で
あ
る
。
 

　
以
上
の
今
次
セ
ン
サ
ス
に
見
ら
れ
る
特
徴

的
な
動
き
と
、
前
述
し
た
2
0
0
0
年
の
総

合
分
析
か
ら
得
ら
れ
た
知
見
を
念
頭
に
お
き

な
が
ら
、
以
下
で
は
、
農
家
構
成
、
農
業
労

働
力
、
農
地
利
用
の
順
に
、
構
造
変
化
の
態

様
と
そ
の
要
因
を
検
討
す
る
。
 

  

3
　
農
家
の
経
営
耕
地
規
模
別
 

　
　
の
階
層
移
動
 

 　
農
業
構
造
動
態
統
計
表
に
よ
り
、
都
府
県

に
お
け
る
農
家
の
経
営
耕
地
規
模
別
の
階
層

移
動
状
況
を
見
る
と
（
第
2
表
）
、
前
回
セ
ン
 

農
政
転
換
期
に
お
け
る
新
た
な
農
業
構
造
変
化
 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
―
旧
定
義
に
よ
る
2
0
0
5
年
農
業
セ
ン
サ
ス
の
分
析
か
ら
―
 

本
稿
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
農
林
水
産
政
策
研
究
第
１４
号
『
日
本
農
業
・
農
村
の
新
た
な
構
造

変
化
―
2
0
0
5
年
農
業
セ
ン
サ
ス
の
分
析
―
」（
平
成
２０
年
7
月
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
 



第１表　農業基礎構造の動向（全国） 

①農家および土地持ち非農家 （単位：1,000戸，1,000ha，1,000人，％） 

（単位：事業体，1,000ha，％） ②農家以外の農業事業体および農業サービス事業体 

 資料：農業センサス（1990年、1995年、2000年、2005年）． 
 注．農業サービス事業体数には航空防除のみを行う事業体を含まない． 

第2表　経営耕地面積規模別の階層移動状況（都府県） （単位：1,000戸，％） 

資料：農業センサス農業構造動態統計（2000年，2005年）． 
注．販売農家の階層移動率は，「0.3ha未満」，「0.3～ 0.5」，「0.5～ 1.0」，「1.0～ 1.5」，「1.5～ 2.0」，「2.0～ 2.5」，「2.5～ 3.0」，「3.0～ 4.0」，「4.0～ 5.0」，「5.0

～ 7.5」，「7.5～ 10.0」，「10.0～ 15.0」，「15ha以上」の各階層間の移動状況を集計したものであり，不明農家を除く． 

実
　
数
 

増
減
率
 

農家以外の農業事業体 農業サービス事業体 

計 その他 牧草地経営体 販売目的  
総事業 

体　数 

水稲作 
サービス 
事業体数 

事　業 
体　数 

経営耕地 
面積 

事　業 
体　数 

経営耕地 
面積 

事　業 
体　数 

経営耕地 
面積 

事　業 
体　数 

経営耕地 
面積 

農　　　　　　　家 土地持ち 
非農家 

世帯数 

計 自給的農家 販　売　農　家  

農家数 
経営 
耕地 
面積 

経営 
耕地 
面積 

経営 
耕地 
面積 

農家数 農家数 農産物の 
販売あり 

世　帯 
員　数 

農業 
就業 
人口 

農業 
従事 
者数 

基幹的 
農業 
従事者 

実
　
数
 

増
減
率
 

自給的農家 776 25.4 7.7 63.4 　 　 28.9 878 31.5 

0.5ha未満 545 17.9 13.9 43.2 26.7 25.8 16.2 436 15.6 

0.5～1.0 813 26.7 8.5 57.9 23.3 8.8 10.2 673 24.1 

1.0～2.0 592 19.4 13.1 49.5 31.4 2.9 6.1 498 17.9 

2.0～3.0 182 6.0 20.1 41.1 35.0 1.2 3.7 159 5.7 

3.0～5.0 99 3.2 21.3 45.5 30.3 0.8 2.8 94 3.4 

5.0ha以上 43 1.4 20.9 50.8 24.7 0.5 3.6 50 1.8 

自給的農家   ▲0.3 1.2   ▲0.9 

0.5ha未満   ▲0.6 ▲5.4 3.6 3.8 2.5 

0.5～1.0   0.1 ▲4.4 1.6 2.8 2.7 

1.0～2.0   0.1 ▲3.3 1.1 1.3 2.1 

2.0～3.0   ▲0.2 ▲2.1 1.0 0.5 1.4 

3.0～5.0   0.3 ▲1.9 0.5 0.3 1.1 

5.0ha以上   1.6 ▲1.6 ▲1.6 0.2 1.6

うち、自給 
的農家へ 

95-00年の 
移動率との 
ポイント差 

00-05年 販
売
農
家
 

販
売
農
家
 

期　首 
（2000年） 
農家数 

期　末 
（2005年） 
農家数 構成比 構成比 

 階層移動率 （不明農家を除く期首農家数＝100.0％） 

上位階層 
へ移動 

（規模拡大） 

期首、期末 
とも同じ階層 
（現状維持） 

下位階層 
へ移動 

（規模縮小） 
離　農 

1990年 11,620 221 7,474 82 1,464 108 2,682 30 21,814 11,706 

1995年 10,000 210 6,439 88 1,218 96 2,343 25 19,839 12,377 

2000年 10,554 233 7,542 101 1,130 102 1,882 29 19,053 12,833 

2005年 16,102 260 13,742 166 712 77 1,648 17 13,813 9,741 

95/90年 ▲13.9 ▲4.9 ▲13.8 7.5 ▲16.8 ▲11.1 ▲12.6 ▲16.5 ▲9.1 5.7 

00/95年 5.5 10.9 17.1 14.9 ▲7.2 6.0 ▲19.7 15.7 ▲4.0 3.7 

05/00年 52.6 11.8 82.2 63.7 ▲37.0 ▲24.6 ▲12.4 ▲41.7 ▲27.5 ▲24.1

1990年 3,835 4,361 864 162 2,971 2,793 13,878 8,493 4,819 2,927 4,199 775 

1995年 3,444 4,120 792 150 2,651 2,488 12,037 7,398 4,140 2,560 3,970 906 

2000年 3,120 3,884 783 150 2,337 2,155 10,467 6,856 3,891 2,400 3,734 1,097 

2005年 2,848 3,608 885 162 1,963 1,736 8,370 5,562 3,353 2,241 3,447 1,201 

95/90年 ▲10.2 ▲5.5 ▲8.3 ▲7.5 ▲10.7 ▲10.9 ▲13.3 ▲12.9 ▲14.1 ▲12.5 ▲5.4 16.9 

00/95年 ▲9.4 ▲5.7 ▲1.1 ▲0.4 ▲11.9 ▲13.4 ▲13.0 ▲7.3 ▲6.0 ▲6.3 ▲5.9 21.1 

05/00年 ▲8.7 ▲7.1 12.9 8.0 ▲16.0 ▲19.4 ▲20.0 ▲18.9 ▲13.8 ▲6.6 ▲7.7 9.5



第1図　農業就業人口・基幹的農業従事者の年齢別従事者数および就業率の推移（販売農家） 
資料：農業センサス（2000年，2005年）． 
注．就業率は，それぞれ農家世帯員数に占める農業就業人口，基幹的農業従事者の割合である． 
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サ
ス
時
の
変
動
と
は
明
ら
か
に
異
な
る
動
き

が
あ
る
。
第
１
は
、
小
規
模
な
販
売
農
家
層

で
同
規
模
階
層
に
と
ど
ま
っ
た
農
家
割
合
が

低
下
し
、
下
層
移
動
が
顕
著
に
な
っ
た
こ
と

で
あ
る
。
中
で
も
、
1
ha
未
満
の
零
細
販
売

農
家
層
で
は
、
約
4
分
の
１
の
農
家
が
規
模

を
縮
小
し
て
下
位
階
層
へ
移
動
し
て
お
り
、

自
給
的
農
家
へ
の
移
動
率
も
前
回
に
比
べ
3

〜
4
ポ
イ
ン
ト
高
ま
っ
て
い
る
。
自
給
的
農

家
自
体
の
移
動
状
況
に
は
大
き
な
変
化
が
な

い
こ
と
か
ら
、
今
次
セ
ン
サ
ス
に
お
け
る
10

％
を
超
え
る
自
給
的
農
家
の
増
加
は
、
前
回

と
は
異
な
り
　（3）

、
こ
れ
ら
零
細
販
売
農
家
層

か
ら
の
農
家
移
動
が
主
な
原
因
で
あ
る
こ
と

が
わ
か
る
。
 

　
他
方
、
規
模
拡
大
を
図
っ
て
上
位
階
層
へ

移
動
し
た
農
家
割
合
は
、
「
5
・
0
ha
以
上
」

で
の
み
や
や
上
昇
し
て
い
る
他
は
、
大
き
な

変
化
は
な
い
。
5
ha
未
満
の
各
階
層
で
は
、

い
ず
れ
も
下
層
移
動
し
た
農
家
割
合
が
高
ま

り
、
上
層
移
動
し
た
農
家
割
合
を
大
き
く
上

回
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
規
模
層
で
は
期
首
の

農
家
数
が
徐
々
に
減
少
し
て
お
り
、
こ
の
点

も
踏
ま
え
れ
ば
、
新
た
な
上
層
農
家
の
形
成
、

す
な
わ
ち
担
い
手
の
量
的
確
保
が
よ
り
一
層

困
難
に
な
っ
て
い
る
様
子
が
窺
え
る
。
 

　
さ
ら
に
、
注
目
す
べ
き
点
は
離
農
の
動
き

で
あ
る
。
販
売
農
家
で
は
全
階
層
で
離
農
率

が
高
ま
っ
て
お
り
、「
0
・
5
ha
未
満
」
で

2
・
5
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
16
・
2
％
へ
、「
0
・

5
〜
1
・
0
ha
」
で
2
・
7
ポ
イ
ン
ト
上

昇
し
10
・
2
％
に
な
っ
た
。
同
階
層
の
離
農

率
の
上
昇
が
、
前
回
は
と
も
に
0
・
9
ポ
イ

ン
ト
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
こ
の
5

年
間
で
離
農
率
が
一
気
に
上
昇
し
た
こ
と
に

な
る
。
し
か
し
そ
の
中
で
、
自
給
的
農
家
の

離
農
率
は
依
然
と
し
て
3
割
近
い
高
い
水
準

で
は
あ
る
が
、
前
回
に
比
べ
唯
一
0
・
9
ポ

イ
ン
ト
低
下
し
て
い
る
。
前
述
し
た
零
細
販

売
農
家
の
自
給
的
農
家
へ
の
移
動
に
加
え
、

自
給
的
農
家
自
体
の
離
農
率
が
低
下
し
た
こ

と
も
、
1
割
を
超
え
る
自
給
的
農
家
数
の
増

加
を
も
た
ら
し
た
要
因
と
言
え
る
。
 

  

4
　
農
業
労
働
力
の
減
少
と
 

　
　
高
齢
化
 
 

 　
販
売
農
家
に
お
い
て
は
前
掲
第
１
表
で
見

た
よ
う
に
、
今
回
、
農
家
人
口
（
農
家
世
帯

員
数
）
、
農
業
従
事
者
数
が
高
い
減
少
率
と

な
っ
た
他
、
農
業
就
業
人
口
も
再
び
10
％
を

超
え
る
減
少
率
と
な
っ
た
。
一
旦
停
滞
し
て

い
た
農
業
労
働
力
の
量
的
急
減
傾
向
が
、
販

売
農
家
数
の
減
少
と
も
相
ま
っ
て
今
回
再
び

加
速
し
た
と
言
え
る
。
 

　
そ
こ
で
、
2
0
0
0
年
か
ら
2
0
0
5
年

に
か
け
て
の
年
齢
別
の
農
業
労
働
力
の
動
き

を
見
る
と
（
第
１
図
）
、
農
業
就
業
人
口
、
基

幹
的
農
業
従
事
者
と
も
に
2
0
0
0
年
に
は

「
65
〜
69
歳
」
に
あ
っ
た
モ
ー
ド
層
が
、

2
0
0
5
年
で
は
「
75
歳
以
上
」
に
移
っ
て

い
る
。
農
業
労
働
力
に
関
す
る
統
計
は
75
歳

以
上
が
細
分
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
お
そ
ら



第3表  生産主体別の田の利用状況と借地寄与度 

 資料：農業センサス（1990年，1995年，2000年，2005年）． 
 注．「農家以外の農業事業体」は，販売目的の事業体と牧草地経営体の合計である． 

北
海
道
 

都
府
県
 

田の経営耕地面積（1,000ha） 

90年　95年　 00年　 05年　 90年　 95年　 00年　 05年　90-95年　95-00年　00-05年 
 

5年間の借入耕地の増加 
面積に対する寄与度（％） 借入耕地面積  （1,000ha） 

販　　売　　農　　家 ① 

大規模個別農家 
（経営耕地面30ha以上） ② 

農家以外の農業事業体 ③ 

合　　　　　　　　計 ①+③ 

大規模農家＋農家以外 ②+③ 

販　　売　　農　　家 ④ 

大規模個別農家 
（経営耕地面５ha以上） ⑤ 

農家以外の農業事業体 ⑥ 

合　　　　　　　　計 ④+⑥ 

大規模農家＋農家以外 ⑤+⑥ 

 244 235 224 220 15 24 32 41 99.7 92.9 79.9  

 4 7 13 27 1 2 3 10 11.3 22.0 53.0  

 2 2 3 7 1 1 1 4 0.3 7.1 20.1  

 246 237 227 226 15 24 33 44 100.0 100.0 100.0  

 6 10 16 33 1 2 5 13 11.6 29.1 73.1  

2,190  2,058 1,938 1,782 220 269 330 379 94.2 82.0 53.1  

 115 173 232 305 35 70 112 168 66.7 55.6 60.4  

 15 15 30 75 9 12 26 69 5.8 18.0 46.9  

 2,205 2,073 1,968 1,858 229 281 356 448 100.0 100.0 100.0  

 130 188 262 380 45 83 138 237 72.6 73.7 107.3 

く
「
70
〜
74
歳
」
が
現
実
の
モ
ー
ド
層
で
あ

ろ
う
が
、
い
ず
れ
に
し
て
も
農
業
労
働
力
の

高
齢
化
が
こ
の
5
年
間
で
一
段
と
進
ん
だ
こ

と
が
わ
か
る
。
 

　
こ
の
よ
う
な
中
、
基
幹
的
農
業
従
事
者
は

減
少
率
の
上
昇
が
見
ら
れ
ず
、
他
の
農
業
労

働
力
指
標
と
は
異
な
る
動
き
を
示
し
て
い
た
。

こ
の
要
因
は
、
同
図
の
就
業
率
（
農
家
世
帯

員
数
に
占
め
る
従
事
者
割
合
）
の
動
き
か
ら

伺
う
こ
と
が
で
き
る
。
就
業
率
そ
の
も
の
は
、

農
業
就
業
人
口
で
高
く
、
「
65
〜
69
歳
」
お

よ
び
「
70
〜
74
歳
」
で
は
8
割
を
超
え
て
い

る
。
だ
が
、
こ
れ
ら
年
齢
層
の
就
業
率
の
上

昇
度
合
い
は
、
基
幹
的
農
業
従
事
者
の
方
が

は
る
か
に
大
き
い
。
中
で
も
「
70
〜
74
歳
」

に
お
け
る
違
い
が
顕
著
で
あ
り
、
農
業
就
業

人
口
で
は
3
・
6
ポ
イ
ン
ト
の
上
昇
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
基
幹
的
農
業
従
事

者
で
は
9
・
6
ポ
イ
ン
ト
も
の
上
昇
と
な
っ

て
い
る
。
 

　
こ
れ
ら
年
齢
層
は
、
こ
れ
ま
で
わ
が
国
農

業
の
中
心
を
担
っ
て
き
た
「
昭
和
一
桁
世
代
」

で
あ
り
、
70
歳
を
超
え
て
も
ま
だ
基
幹
的
農

業
従
事
者
と
し
て
高
い
就
業
率
を
維
持
し
続

け
て
い
る
た
め
と
推
察
さ
れ
る
。
し
か
し
こ

の
こ
と
は
、見
方
を
変
え
れ
ば
、地
域
に
お
け

る
若
年
基
幹
農
業
労
働
力
の
不
足
が
、
こ
れ

ら
農
業
者
が
リ
タ
イ
ア
し
た
く
て
も
で
き
な

い
状
況
を
生
み
出
し
て
い
る
と
も
言
え
よ
う
。
 

 

5
　
農
地
利
用
の
変
化
 

 　
田
の
集
積
状
況
に
つ
い
て
1
9
9
0
年
以

降
の
動
き
を
見
る
と
（
第
3
表
）
、
北
海
道
、

都
府
県
と
も
に
大
規
模
個
別
農
家
と
農
家
以

外
の
農
業
事
業
体
が
着
実
に
水
田
を
集
積
し

て
い
る
様
子
が
窺
え
る
。
両
者
を
合
わ
せ
た

田
の
経
営
面
積
は
、
2
0
0
5
年
に
は
北
海

道
で
33
千
ha（
面
積
シ
ェ
ア
14
・
7
％
）、
都

府
県
で
38
万
ha（
同
20
・
5
％
）
に
ま
で
そ

れ
ぞ
れ
増
加
し
て
お
り
、
そ
の
多
く
が
借
地

に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
 

　
と
こ
ろ
で
、
田
の
総
借
地
面
積
は
、
北
海

道
で
2
0
0
0
年
の
33
千
ha
か
ら
2
0
0
5

年
に
は
44
千
ha
へ
、
都
府
県
で
は
同
35
万
6

千
ha
か
ら
44
万
8
千
ha
へ
と
増
加
し
て
お
り
、

両
者
を
合
わ
せ
る
と
5
年
間
で
10
万
3
千
ha

の
増
加
と
な
る
。
こ
れ
ら
増
加
分
の
借
地
面

積
の
引
き
受
け
手
と
し
て
の
貢
献
度
合
い
を

「
寄
与
度
」（
総
借
地
増
加
面
積
に
占
め
る
各

主
体
の
借
地
増
加
面
積
の
割
合
）
に
よ
っ
て

見
る
と
、
大
規
模
個
別
農
家
が
北
海
道
で
53

・
0
％
、
都
府
県
で
60
・
4
％
と
な
っ
て
い

る
。
し
か
し
、
こ
の
大
規
模
個
別
農
家
の
寄

与
度
は
北
海
道
で
今
回
大
き
く
上
昇
し
た
が
、

都
府
県
で
は
借
地
面
積
が
大
幅
に
増
え
て
い

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
さ
ほ
ど
上
昇
し
て
い
な

い
。
都
府
県
で
の
大
規
模
個
別
農
家
の
絶
対

量
の
不
足
が
、
急
増
す
る
借
地
を
こ
れ
ら
農

家
だ
け
で
は
引
き
受
け
き
れ
な
い
状
況
を
生

み
出
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
 



第4表　請負主体別の水稲作作業受託（圃場作業）の動向 （都府県） 
（単位：1,000ha，％） 

資料：農業センサス（1995年，2000年，2005年）．  
注（1）「請負シェア」は，稲を作った田面積（販売農家と販売目的の農家以外の農業事業体の合計面積）に対する各受託面積の割合である． 
　（2）1995年と2000年の「農家以外の農業事業体」の面積は，販売目的の事業体の受託面積，2005年は農業経営体総計から販売農家と農業サービス

事業体分を差し引いたものである． 

1995年 2000年 2005年 受託面積増減率 

受託面積 請負シェア 受託面積 請負シェア 受託面積 請負シェア 95-00年 00-05年 

 31 1.7 31 2.1 30 2.1 ▲0.7 ▲2.9 

 9 0.5 12 0.8 15 1.0 35.6 24.8 

 2 0.1 3 0.2 5 0.4 22.0 94.0 

 4 0.2 5 0.4 7 0.5 53.6 28.7 

 37 2.0 39 2.6 42 3.0 5.9 8.1 

 14 0.8 20 1.3 27 1.9 38.0 35.1 

 96 5.2 107 7.1 71 5.1 11.1 ▲32.9 

 21 1.1 30 2.0 29 2.0 43.3 ▲4.2 

 5 0.3 7 0.5 15 1.1 47.1 124.2 

 49 2.7 63 4.2 46 3.3 29.3 ▲27.4 

 149 8.2 177 11.9 133 9.4 18.2 ▲24.8 

 75 4.1 100 6.7 90 6.4 34.3 ▲10.0

農　　家　（販売農家） ① 

大規模個別農家 
（経営耕地面5ha以上） ② 

農家以外の農業事業体 ③ 

農業サービス事業体 ④ 

　　　　計 ①+③+④ 

大規模農家＋農家以外 
　　＋サービス事業体 ②+③+④ 

農　　家（販売農家） ④ 

大規模個別農家 
（経営耕地面５ha以上） ⑤ 

農家以外の農業事業体 ⑥ 

農業サービス事業体 ⑦ 

　　　　計 ④+⑥+⑦ 

大規模農家＋農家以外 
　　＋サービス事業体 ⑤+⑥+⑦ 

全
作
業
受
託
 

部
分
作
業
受
託
 

　
　（
圃
場
3
作
業
平
均
） 

　
こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
大
規
模
個
別
農

家
が
引
き
受
け
き
れ
な
い
農
地
の
受
け
手
と

な
っ
て
い
る
の
が
農
家
以
外
の
農
業
事
業
体

で
あ
る
。
都
府
県
に
お
け
る
農
家
以
外
の
農

業
事
業
体
の
寄
与
度
は
、
前
回
の
18
・
0
％
 

か
ら
今
回
は
46
・
9
％
へ
と
急
激
に
上
昇
し

て
い
る
。
農
家
以
外
の
農
業
事
業
体
が
個
別

大
規
模
農
家
と
と
も
に
地
域
の
水
田
農
業
の

担
い
手
層
と
し
て
極
め
て
重
要
な
役
割
を
担

う
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

2
0
0
0
年
セ
ン
サ
ス
の
分
析
で
指
摘
し
た

水
田
農
業
部
門
へ
の
農
家
以
外
の
農
業
事
業

体
の
進
出
が
、
こ
の
5
年
間
で
集
落
営
農
の

組
織
化
等
を
通
じ
て
一
気
に
加
速
し
た
と
言

え
る
　（4）

。
 

 
と
こ
ろ
で
、
水
田
農
業
の
構
造
を
見
る
場

合
、
借
地
と
と
も
に
作
業
受
託
の
動
向
に
つ

い
て
も
確
認
し
て
お
く
必
要
が
あ
ろ
う
。
そ

こ
で
都
府
県
に
つ
い
て
、
第
4
表
に
よ
り
農

業
サ
ー
ビ
ス
事
業
体
も
加
え
た
請
負
主
体
別

の
水
稲
作
業
受
託
の
動
向
を
見
た
。
 

　
こ
の
表
か
ら
、
全
作
業
受
託
の
面
積
は
三

者
と
も
に
増
加
し
て
い
る
が
、
部
分
作
業
受

託
の
面
積
（「
耕
起
・
代
か
き
」、「
田
植
」、

「
稲
刈
り
・
脱
穀
」
の
圃
場
3
作
業
平
均
）
は
、

事
業
体
数
が
大
幅
に
増
加
し
た
農
家
以
外
の

農
業
事
業
体
の
み
が
高
い
増
加
率
を
示
す
の

み
で
、
大
規
模
個
別
農
家
と
農
業
サ
ー
ビ
ス

事
業
体
で
は
作
業
面
積
が
減
少
し
て
い
る
。

中
で
も
、
農
業
サ
ー
ビ
ス
事
業
体
の
受
託
面

積
の
減
少
は
著
し
く
、
こ
の
5
年
間
の
減
少

率
は
▲
27
・
4
％
に
も
の
ぼ
る
。
 

　
水
稲
サ
ー
ビ
ス
事
業
体
は
、
前
掲
第
１
表

で
み
た
よ
う
に
事
業
体
数
が
前
回
セ
ン
サ
ス

で
は
微
増
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
こ
の
5
年
で

一
転
し
て
▲
24
・
1
％
の
減
少
と
な
っ
た
。

こ
れ
は
、
水
田
農
業
に
か
か
わ
る
農
家
以

外
の
農
業
事
業
体
が
事
業
体
数
、
受
託
面

積
と
も
に
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
こ
と
と
無

関
係
で
は
な
い
だ
ろ
う
。
す
な
わ
ち
、
こ
の

5
年
間
で
サ
ー
ビ
ス
事
業
体
か
ら
農
家
以
外

の
事
業
体
に
経
営
形
態
を
変
更
し
た
も
の
が

か
な
り
出
現
し
た
の
で
は
な
い
か
と
推
察
さ

れ
る
　（5）

。
 

　
ま
た
、
三
者
の
部
分
作
業
受
託
面
積
を
合

計
し
て
も
、
2
割
以
上
の
減
少
と
な
る
。
大

規
模
個
別
農
家
を
中
心
に
、
そ
れ
ま
で
行
っ

て
い
た
作
業
受
託
が
借
地
に
変
わ
る
動
き
が

強
ま
っ
た
と
も
考
え
ら
れ
、
地
域
性
の
有
無

を
含
め
主
体
別
、
規
模
別
の
詳
細
な
分
析
が

求
め
ら
れ
よ
う
。
 

 

6
　
お
わ
り
に
 

 　
本
稿
で
は
、
農
政
転
換
期
に
あ
る
わ
が
国

農
業
の
基
礎
構
造
の
最
新
動
向
を
、
２
０
０

５
年
農
業
セ
ン
サ
ス
の
分
析
か
ら
明
ら
か
に

し
た
。
今
回
の
分
析
に
よ
っ
て
、
零
細
規
模

の
販
売
農
家
が
自
給
的
農
家
に
変
わ
る
動
き

と
そ
の
ま
ま
離
農
す
る
動
き
が
同
時
に
進
行

す
る
と
と
も
に
、
中
間
規
模
層
で
の
下
層
移

動
傾
向
が
強
ま
り
、
新
た
な
上
層
農
家
の
形

成
が
一
層
困
難
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
明
ら

か
と
な
っ
た
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
状
況
の



中
で
、
農
家
以
外
の
農
業
事
業
体
が
大
幅
に

増
加
し
、
都
府
県
で
は
大
規
模
農
家
に
代
わ

る
水
田
農
業
の
主
要
な
担
い
手
と
な
る
動
き

が
急
速
に
強
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ

た
。
さ
ら
に
、
稲
作
部
門
に
お
い
て
は
、
こ

れ
ま
で
の
部
分
作
業
の
受
委
託
が
水
田
の
貸

借
に
発
展
し
て
い
る
新
た
な
動
き
も
明
ら
か

と
な
っ
た
。
 

　
総
じ
て
、
今
回
の
分
析
で
は
、
わ
が
国
の

農
業
構
造
が
今
後
急
速
に
変
化
し
て
い
く
こ

と
を
予
想
さ
せ
る
多
く
の
新
た
な
兆
し
が
窺

え
た
。
現
在
、
2
0
0
0
年
以
降
の
農
政
展

開
が
、
構
造
変
化
と
な
っ
て
現
れ
始
め
る
重

要
な
局
面
を
迎
え
て
お
り
、
農
業
・
農
村
の

構
造
変
化
の
態
様
を
的
確
に
把
握
・
分
析
し
、

こ
れ
ま
で
の
農
業
・
農
村
政
策
の
有
効
性
を

逐
次
検
証
し
て
い
く
こ
と
が
引
き
続
き
求
め

ら
れ
よ
う
。
 

 

注
（1）
橋
詰
登
・
千
葉
修
編
著
（
2
0
0
3
）
『
日
本
農

業
の
構
造
変
化
と
展
開
方
向
¦
2
0
0
0
年
セ
ン

サ
ス
に
よ
る
農
業
・
農
村
構
造
の
分
析
¦
』
、
農

山
漁
村
文
化
協
会
を
参
照
。
 

　
（2）
2
0
0
5
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
で
は
、
調
査
体
系

や
定
義
が
大
幅
に
変
更
さ
れ
、
農
業
部
門
で
は
こ

れ
ま
で
の
世
帯
（
農
家
）
に
着
目
し
た
調
査
か
ら

経
営
に
着
目
し
た
調
査
体
系
と
な
っ
た
。
し
か
し
、

農
業
経
営
体
と
い
う
新
し
い
定
義
に
基
づ
く
集
計

結
果
の
ま
ま
で
は
、
2
0
0
0
年
ま
で
の
調
査
結

果
と
接
続
が
図
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
本
稿
で
は
す

べ
て
2
0
0
0
年
で
の
定
義
（
旧
定
義
）
に
よ
り

集
計
さ
れ
た
2
0
0
5
年
セ
ン
サ
ス
結
果
を
分
析

に
用
い
る
。
 

　
（3）
自
給
的
農
家
数
が
減
少
し
な
い
現
象
は
2
0
0
0

年
セ
ン
サ
ス
時
に
お
い
て
も
見
ら
れ
た
が
、
そ
の

要
因
は
自
給
的
農
家
か
ら
販
売
農
家
に
移
動
す
る

農
家
が
減
少
し
、
自
給
的
農
家
の
ま
ま
で
存
続
す

る
農
家
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
だ
っ
た
。
 

　
（4）
今
回
の
2
0
0
5
年
セ
ン
サ
ス
は
、
水
田
・
畑
作

経
営
所
得
安
定
対
策
（
品
目
横
断
的
経
営
安
定
対

策
）
が
開
始
さ
れ
る
前
の
調
査
結
果
で
は
あ
る
が
、

す
で
に
実
施
さ
れ
て
い
た
米
政
策
の
見
直
し
（
産

地
作
り
交
付
金
の
導
入
等
）
に
と
も
な
っ
て
、
水

田
農
業
（
稲
作
や
転
作
）
に
か
か
わ
る
集
落
営
農

組
織
等
が
先
進
県
を
中
心
に
作
ら
れ
始
め
て
い
た

時
期
で
あ
り
、
こ
れ
が
農
家
以
外
の
農
業
事
業
体

の
増
加
に
大
き
く
寄
与
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

　
（5）
農
業
セ
ン
サ
ス
は
経
営
の
実
態
に
基
づ
い
て
調
査

が
行
わ
れ
て
い
る
。
農
業
サ
ー
ビ
ス
事
業
体
は
農

作
業
の
受
託
の
み
を
行
う
事
業
体
（
経
営
耕
地
を

有
さ
な
い
）
で
あ
る
が
、
10
a
以
上
の
借
地
（
経
営

受
託
）
を
行
え
ば
、
た
と
え
作
業
受
託
が
メ
イ
ン

の
事
業
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
統
計
定
義
上
は
農

家
以
外
の
農
業
事
業
体
と
な
る
。
委
託
農
家
の
高

齢
化
が
進
む
中
で
、
こ
の
5
年
間
に
管
理
作
業
も

含
め
た
経
営
委
託
、
す
な
わ
ち
事
実
上
の
借
地
が

発
生
し
た
事
業
体
も
少
な
く
な
い
と
推
察
さ
れ
る
。
 




